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1NTTグループ各社の再編に関する当社の考え
「NTTグループの競争力強化」自体を必ずしも否定するものではないが、

あくまで国内の公正競争環境が確保されていることが前提
したがって、今回の再編に伴う競争環境への影響の検証は必要との考え

出典：グローバル事業の強化について（日本電信電話株式会社：2022年5月9日）

出典：公正競争確保の在り方に関する検討会議 第１回会合 事務局説明資料（2020年12月3日）より当社作成



2NTTデータ殿の国内市場におけるプレゼンス

出典：NTTデータ 会社説明会（株式会社NTTデータ：2021年12月17日）

ITサービス・ソリューションの各分野において強みを有し、各市場で上位に位置するプレイヤー



3NTTデータ殿とNTTグループ会社間の連携

NTTコミュニケーションズ殿・NTT Ltd.殿とのクロスセル/トータルサービス提供による事業拡大

従来、NTTグループ会社間の連携を強化する方向性を打ち出しているところ

出典：NTTデータ 会社説明会（株式会社NTTデータ：2021年12月17日）

出典：NTTデータ 「統合レポート2021」（株式会社NTTデータ：2021年10月5日）より当社作成

NTTグループ全体のスケールメリットを用いた、調達集約等によるコスト削減

研究開発領域・IOWNに関するNTTグループ内連携



4NTTグループの海外連携強化の影響

NTTグループの海外市場での連携強化 顧客基盤や競争力の国内市場への還流

出典：電気通信市場検証会議(第29回) ヒアリング資料（日本電信電話株式会社：2022年5月17日）より当社作成

海外市場における連携強化は、国内市場の競争力にも影響を与え得る
国内の競争環境に及ぼす影響の検証は必要



5NTTデータ殿の再編について
海外事業の強化に向けた再編に伴い、2023年に国内事業会社を分離

国内事業会社の分離趣旨、分離会社の事業内容・構成・規模等を踏まえ、
国内市場への影響の検証が必要

出典：電気通信市場検証会議(第29回) ヒアリング資料（日本電信電話株式会社：2022年5月17日）



6公正競争条件の引継ぎ
5月17日の市場検証会議におけるNTT持株殿の説明によれば

「NTTデータHD・国内事業会社」のみが公正競争条件を引き継ぐこととされているが、
この場合、国内市場の公正競争に影響を及ぼさないことの担保が必要

出典：電気通信市場検証会議(第29回) ヒアリング資料（日本電信電話株式会社：2022年5月17日）より当社作成



7NTTデータ再編に伴う、共同調達上の課題

継続して制限対象
旧会社の一部で
あったはずが
制限対象外？

「海外事業会社」が共同調達に係る制限の対象外となった場合、規制の趣旨に反する懸念

共同調達に関する規制・制限

◼ NTTの再編成趣旨の徹底

◼ 検証可能性の確保

◼ NTT持株・NTT東西各社の総調達額の
50％未満までとする

◼ 共同調達によるコスト削減効果を利用者還元、
研究開発費用に充てること

◼ 旧NTT分離会社の総調達額に占める、
NTT持株・NTT東西の比率が2年を超えて
25％を超える場合規律見直し

出典：電気通信市場検証会議(第29回) ヒアリング資料（日本電信電話株式会社：2022年5月17日）より当社作成



8

NTTグループ会社間でのR＆DやIOWN構想における連携・グローバル展開の強化に伴い
競争事業者排他となるようなNTT独自仕様化等、

公正競争環境に影響を及ぼす事象が発生しないよう検証・確認が必要

R&D・IOWN等の連携に係る懸念

出典：NTTデータ 「統合レポート2021」（株式会社NTTデータ：2021年10月5日）より当社作成

出典：NTTデータ株式会社 記者会見プレゼンテーション資料（2022年5月9日）より当社作成 出典：電気通信市場検証会議(第29回) ヒアリング資料（日本電信電話株式会社：2022年5月17日）より当社作成



9国内市場に関する懸念
海外市場における展開(顧客基盤強化等)及びそれに伴う隣接市場への効果波及、

NTTグループの最適化(NTTデータ殿とNTTコミュニケーションズ殿の関係・機能整理等)により
本再編は国内市場にも影響し得る

出典：NTTデータ株式会社 記者会見プレゼンテーション資料（2022年5月9日）

出典：NTTデータ 会社説明会（株式会社NTTデータ：2021年12月17日）



10国内市場に関する懸念
今回の再編を経て、国内法人市場を中心とした市場競争力強化のために
最終的にNTTデータ殿の国内事業会社をドコモグループに組み込む等、

旧分離会社の一層の連携強化を行うインセンティブが生じる

出典：電気通信市場検証会議(第29回) ヒアリング資料（日本電信電話株式会社：2022年5月17日）より当社作成
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11まとめ

「NTTグループの競争力強化」自体を必ずしも否定するものではないが、
あくまで国内の公正競争環境が確保されていることが前提

したがって、今回の再編に伴う競争環境への影響の検証は必要との考え

具体的には、以下の対応が必要

① 「国内事業会社」の分離趣旨、各再編会社の事業内容等の詳細を開示いただくこと

② 「NTTデータHD・国内事業会社」のみが公正競争条件を引き継ぐとNTT持株殿より説明されて
いるが、その是非は国内市場の公正競争に影響がないことを確認した上で判断すること

③ R＆DやIOWN構想において競争事業者の排他(NTT独自仕様化等)が起きないよう、
再編後の各社も検証の範囲とした上で、本検証会議において引き続き検証を行うこと

④ 法人市場等の検証のため、NTTデータ殿(再編後は再編各社)とNTTグループ各社間での連携及び
連携に伴う市場への影響の実態把握を、継続的に本検証会議において行うこと




